
【お知らせ】当ファンドは、2024年1月15日に満期償還となります。

※銘柄によっては複数の「投資テーマ」に該当するものがあります。

■組入上位10業種

業種 比率

1 小売業 18.1%

2 情報・通信業 17.2%

3 陸運業 10.8%

4 J-REIT 10.2%

5 サービス業 9.2%

6 不動産業 8.6%

7 建設業 4.0%

8 輸送用機器 3.5%

9 化学 3.4%

10 繊維製品 2.2%

■当月の基準価額の変動要因（概算）

寄与度（円）

株式等要因 761

為替要因 -375

その他（信託報酬等） -32

分配金 －

基準価額 354

・基準価額に与えた影響等をご理解いた
だくために簡便的に計算した概算値であ
り、その正確性、完全性を保証するもの
ではありません。

・株式等要因にはREIT要因を含みます。

■組入通貨

通貨 比率

1 米ドル 97.4%

2 日本円 2.6%

■組入上位10銘柄

銘柄 市場 業種 投資テーマ 比率 注目点

1 丸全昭和運輸 東証プライム 陸運業 〔交通・物流〕 4.4% 京浜地域などを中心に多くの自社物流拠点を保有。

2 アダストリア 東証プライム 小売業 〔消費・サービス〕 4.2% 関東エリアで店舗を多く展開。

3 ＦＯＯＤ　＆　ＬＩＦＥ　ＣＯＭＰＡＮＩＥ 東証プライム 小売業 〔消費・サービス〕 4.0% 今後の首都圏での出店を強化する方針。

4 セレンディップ・ホールディングス 東証グロース 輸送用機器 〔消費・サービス〕 3.5% 地域アライアンス推進により首都圏での投資案件獲得に注力。

5 京成電鉄 東証プライム 陸運業 〔交通・物流〕〔観光〕 3.5% 成田空港へ接続する路線を有する。

6 ポーラ・オルビスホールディングス 東証プライム 化学 〔消費・サービス〕 3.4% 首都圏での百貨店などでの販売に注力。

7 エービーシー・マート 東証プライム 小売業 〔消費・サービス〕 3.2% 新しい業態での都市型店舗出店を強化。

8 テレビ東京ホールディングス 東証プライム 情報・通信業 〔消費・サービス〕 3.1% 関東広域圏を中心に放送事業を展開。

9 テンポイノベーション 東証プライム 不動産業 〔不動産・インフラ〕 3.0% 東京を中心とした飲食店向け物件に特化し転貸借を行う。

10 東宝 東証プライム 情報・通信業 〔不動産・イ ン フラ 〕〔消費・サービス〕 3.0% 日比谷を中心とした保有不動産の価値最大化に注力。

組入銘柄数: 56銘柄

・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。・業種は、東証33業種で分類しています。・コール
ローン他は未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

■【参考】為替相場と東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）および

東証ＲＥＩＴ指数の推移（設定来）
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・為替は、三菱ＵＦＪ銀行発表の対顧客電信売買相場の仲値です。

■基準価額および純資産総額の推移
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・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

■基準価額および純資産総額

基準価額（１万口当たり） 23,882円

　前月末比 +354円

純資産総額 20.06億円

■分配金実績（１万口当たり、税引前）

決算期 決算日 分配金

第9期 2023/01/16 10円

第8期 2022/01/17 10円

第7期 2021/01/15 10円

第6期 2020/01/15 0円

第5期 2019/01/15 10円

第4期 2018/01/15 0円

　設定来累計 40円

・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

■騰落率

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年 過去3年 設定来

ファンド 1.5% 8.4% 2.0% 23.1% 107.2% 139.4%

・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。
また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

・設定来のファンドの騰落率は、10,000を起点として計算しています。
・分配金実績がある場合は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

■資産構成

比率

実質国内株式 81.6%

内　現物 81.6%

内　先物 0.0%

実質国内REIT 10.2%

コールローン他 8.2%
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・市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

■本資料で使用している指数について
・東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時
価総額加重方式により算出される株価指数です。東証ＲＥＩＴ指数とは、東京証券取引所に上場している不動産投資信託全銘柄を対象として算出した指数で
す。ＴＯＰＩＸ、東証ＲＥＩＴ指数の指数値及びＴＯＰＩＸ、東証ＲＥＩＴ指数に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「Ｊ
ＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸ、東証ＲＥＩＴ指数に関するすべての権利・ノウハウ及びＴＯＰＩＸ、東証ＲＥＩＴ指
数に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。

・ＴＯＰＩＸおよび東証ＲＥＩＴ指数は当ファンドのベンチマークではありません。

■運用担当者コメント

【市況動向】

今月の国内株式市況は、米銀行の破綻に端を発した金融不安が欧米中心に広がったものの、当局の対応を受けて金融シス

テムへの影響が限定的に留まるとの見方が強まったことなどから上昇しました。国内ＲＥＩＴ市況は下落しました。

月の前半は、中国の景況感改善が示されたことなどで上昇する場面もあったものの、米シリコンバレー銀行の経営破綻など

により金融不安が拡大したことが株式市況全体への重石となり下落しました。月の後半は、スイスの金融大手クレディ・スイ

ス・グループの経営問題から更なる信用不安が浮上したものの、当局が不安の連鎖を抑え込むことを狙いとした対応策を打

ち出したことで金融システムへの影響が限定的に留まるとの見方が強まったことなどから上昇しました。月間を通してみると、

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は前月末の水準を上回って取引を終えました。

今月の為替市況において米ドルは円に対して前月末比で下落しました。

【運用状況（分配金実績がある場合、基準価額の騰落は分配金再投資ベース）】

＜今月の運用成果とその要因＞

今月の基準価額は上昇しました。

基準価額のパフォーマンスにプラスに寄与した銘柄は、「セレンディップ・ホールディングス」、「アダストリア」などであり、マイナ

スに影響した銘柄は、「テンポイノベーション」、「プロレド・パートナーズ」などです。

なお、為替市況が円高米ドル安の動きとなったことは基準価額にマイナス影響となりました。

＜今月の売買動向＞

「日本郵政」を全売却し、「リソー教育」を新規に組み入れました。

運用方針に則り、「東京圏」（東京、千葉、神奈川、埼玉）の経済活性化により恩恵を受けると思われる「丸全昭和運輸」、「ア

ダストリア」、「ＦＯＯＤ ＆ ＬＩＦＥ ＣＯＭＰＡＮＩＥS」などを組入上位としました。

【今後の運用方針】

＜基本スタンス＞

当ファンドにおいては、業績の多くが「東京圏」に依存している（売上依存度が高い、サービスエリアが「東京圏」など）、または

今後恩恵が見込まれる企業、保有資産（不動産など）の多くが「東京圏」にあり、「東京圏」の経済活性化に伴って、今後資産

価値の増大が期待される株式およびＲＥＩＴなどに投資します。具体的には、「東京圏」の経済活性化によって恩恵を受けること

が期待される、「不動産・インフラ」「交通・物流」「消費・サービス」「観光」等の投資テーマに合致した銘柄を選定し、その中か

ら「東京圏」における売上・収益依存度の高い銘柄または「東京圏」における今後の売上・収益拡大期待の高い銘柄を選別し

ます。

＜注目する業種・分野等＞

引き続き欧米における金融引き締めの長期化による影響を見極める必要はありますが、インフレが高水準ながらピークアウト

する動きとなっています。また国内における経済活動の正常化やインバウンドによる景気下支えに加えて、「ゼロコロナ」政策

を緩和した中国経済の回復についても期待ができると考えています。こうした見方のもと、企業業績を個別に精査したうえで投

資判断をしていく方針です。

「東京圏」は中期的に人口流入が見込まれ、空港、鉄道、道路などのインフラ整備や戦略特区を活用した外国企業や外国人

就労者の増加なども期待されます。不動産、鉄道、サービス、小売など多くの内需関連企業の利益の大半は日本の国内総生

産の約30％を占める「東京圏」から生まれており、「東京圏」の経済活性化が待たれる中、「東京圏」における「不動産・インフ

ラ」や「交通・物流」、「消費・サービス」、「観光」等の投資テーマは中長期的に注目されることが期待されます。（運用担当者：

高田）
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※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。
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ただし、為替市場の状況によっては、為替取引によるプレミアム／コストが、金利差相当分からカイ離する場合が
あります。
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追加型投信／国内／資産複合

三菱ＵＦＪ 東京関連オープン（米ドル投資型）

〈愛称：東京ウェイ〉

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの目的・特色

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

■ファンドの目的
わが国の株式および不動産投資信託証券を実質的な主要投資対象とし、主として値上がり益の獲得をめざします。

■ファンドの特色
投資対象 わが国の金融商品取引所に上場している株式および不動産投資信託証券（リート）が主要投資対象です。

運用方法 東京圏の経済活性化により恩恵を受けると期待される銘柄に投資を行います。
・銘柄選定にあたっては、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県とします。）の経済活性化の恩恵を受けることが期待される「不動産・インフ
ラ」、「消費・サービス」、「交通・物流」、「観光」の4つの投資テーマに着目します。

為替対応方針 保有円建て資産について、円売り・米ドル買いの為替取引を行います。
・円売り・米ドル買いの為替取引を行うため、米ドルの対円での為替変動の影響を大きく受け、「為替差益」または「為替差損」が生じます。
・為替取引を行うにあたっては、日米間の金利差に基づく「為替取引によるプレミアム（金利差相当分の収益）」または「為替取引によるコスト（金利
差相当分の費用）」が生じます。

■ファンドの仕組み
・運用は主に東京関連マザーファンドへの投資を通じて、わが国の株式および不動産投資信託証券へ実質的に投資するファミリーファンド方式に
より行います。

■分配方針
・年1回の決算時（1月15日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。
・分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあり
ます。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額水準や市況動向等により変更する

場合があります。）

4/8
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三菱ＵＦＪ 東京関連オープン（米ドル投資型）

〈愛称：東京ウェイ〉

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

投資リスク

■基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産に生じた損
益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。

■その他の留意点
・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これによ
り、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性がありま
す。

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超え
て行われる場合があります。
投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用
状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とするマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加
設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。

流動性
リスク

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等により十分な
流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から期待される価格より不利な価格
での取引となる可能性があります。また、不動産投資信託証券は、株式と比べ市場規模が小さく、一般的に取引量も
少ないため、流動性リスクも高い傾向にあります。

価格変動
リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動し、また、不動産投資信託証
券の価格は保有不動産等の価値やそこから得られる収益の増減等により変動するため、ファンドはその影響を受け組
入株式や組入不動産投資信託証券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。

為替変動
リスク

保有円建て資産について、円売り・米ドル買いの為替取引を行うため、米ドルの対円での為替変動の影響を大きく受
けます。
為替取引を行う場合で、米ドルの金利が円の金利より低いときには、これらの金利差相当分が為替取引によるコスト
となります。ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上の為替取引によるコストとなる場合があります。

信用
リスク

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合もしくはこれら
に関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなるこ
と、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。
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追加型投信／国内／資産複合

三菱ＵＦＪ 東京関連オープン（米ドル投資型）

〈愛称：東京ウェイ〉

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

手続・手数料等

■お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位／販売会社にご確認ください。

購入価額
購入申込受付日の基準価額
※基準価額は1万口当たりで表示されます。基準価額は委託会社の照会先でご確認ください。

換金単位 販売会社が定める単位／販売会社にご確認ください。

換金価額 換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。

申込締切時間 原則として、午後3時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付

の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申

込みの受付を中止すること、およびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消すことがあります。

信託期間 2024年1月15日まで（2014年1月17日設定）

繰上償還 受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には、信託期間を繰上げて償還となることがあります。

決算日 毎年1月15日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配
年1回の決算時に分配金額を決定します。（分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制
する方針とします。）

販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。個人受益者については、収益分配時の普通分配金ならびに換金時および償

還時の譲渡益に対して課税されます。ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）およびジュニアＮＩＳＡ（未成年者少額投資非課税制度）
の適用対象です。税法が改正された場合等には、変更となることがあります。くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を

ご覧ください。
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追加型投信／国内／資産複合

三菱ＵＦＪ 東京関連オープン（米ドル投資型）

〈愛称：東京ウェイ〉

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

本資料のご利用にあたっての注意事項等

手続・手数料等

●本資料は、三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ず

ご確認のうえ、ご自身でご判断ください。●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。●本資料は信頼できると判断した情報等
に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。●本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境等

や運用成果等を示唆・保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。●投資信託は、
預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資

者保護基金の補償の対象ではありません。●投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

●委託会社（ファンドの運用の指図等）

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

加入協会：一般社団法人 投資信託協会

一般社団法人 日本投資顧問業協会

＜ホームページアドレス＞ https://www.am.mufg.jp/

＜お客さま専用フリーダイヤル＞ 0120－151034
（受付時間 営業日の9：00～17：00）

●受託会社（ファンドの財産の保管・管理等）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

お客さまにご負担いただく購入時手数料の具体例は以下の通りです。販売会社によっては金額指定（購入時手数料を含む場合と含まない場合が
あります）、口数指定のいずれかのみのお取扱いになる場合があります。くわしくは、販売会社にご確認ください。

［金額を指定して購入する場合］（購入時手数料を含む場合） ［口数を指定して購入する場合］

例えば、100万円の金額指定でご購入いただく場合、100万円の
中から購入時手数料（税込）をご負担いただきますので、100万円
全額が当該ファンドの購入金額となるものではありません。

例えば、基準価額10,000円（1万口当たり）の時に100万口ご購入
いただく場合、購入時手数料＝（10,000円÷1万口）×100万口×
手数料率（税込）となり、100万円と購入時手数料の合計額をお支
払いいただくことになります。

購入時手数料に関する留意事項

■ファンドの費用

お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に対して、上限3.3％（税抜 3％）（販売会社が定めます）

（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認ください。）

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.3％をかけた額

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）

日々の純資産総額に対して、年率1.705％（税抜 年率1.55％）をかけた額

※上場投資信託（リート）は市場の需給により価格形成されるため、上場投資信託の費用は表示しておりません。

その他の費用・

手数料

監査法人に支払われるファンドの監査費用・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料・有価証券等を海

外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用・その他信託事務の処理にかかる諸費用等についてもファンドが負担しま

す。

※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または

   償還時にファンドから支払われます。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。

   なお、ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
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2023年03月31日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株
式会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（インターネット専用） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○
株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ファンド名称：三菱ＵＦＪ　東京関連オープン（米ドル投資型）

登録番号等

販売会社情報一覧表

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

　　　・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。
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